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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 昭和 27(オ)28  原審裁判所名 福岡高等裁判所 

事件名 建物所有権移転登記手続請求 原審事件番号  

裁判年月日 昭和 31 年 6 月 19 日 原審裁判年月日 昭和 26 年 10 月 15 日 

法廷名 最高裁判所第三小法廷   

裁判種別 判決   

結果 棄却   

判例集等 民集 第 10 巻 6 号 665 頁   

 

判示事項 一 借地期間の経過とともに地上建物を賃貸人に贈与すべき旨の特約の効力 

二 書面の提出または送達のない訴の変更と責問権の喪失 

裁判要旨 一 建物所有を目的とする土地賃貸借契約において、賃借人は賃借期間の経過

とともに地上建物を賃貸人に贈与すべき旨特約した場合でも、右特約が右地上

の賃貸人所有建物を取壊す代償としてなされたものであるときは、その特約は

有効である。 

二 訴の変更についての書面の提出または送達の欠缺は責問権の喪失によつて

治癒される。 

 

全 文 

主    文 

 本件上告を棄却する。 

 上告費用は上告人の負担とする。 

理    由 

 上告代理人大和勝栄、同小泉英一の上告理由第一点について。 

 しかし原判決引用の甲一号証（賃貸借契約の公正証書）には、賃貸借期間満了のときは賃借

人（上告会社）が改築した本件家屋は賃貸人（Ｄ）に無償にて引渡す旨の記載があり、かつ右

賃貸借の期間が二〇年であることは当事者間に争のないところであるから、原判決がこれら

の事実により、本件家屋の所有権は右二〇年の期間の経過とともに贈与により賃貸人である

Ｄに移転したものと認めても、これをもつて必ずしも経験則違背または理由齟齬の違法ある

認定となすことをえない。所論の如き約定が存する事実は未だもつて右の結論に影響を及ぼ

すものといい難く、論旨は畢竟単なる事実誤認を非難するに帰し適法な上告理由となすをえ

ない。 

 同第二点について。 

 論旨は本件賃貸借につき期間の更新があつたと主張する。しかし原判決の引用する第一審

判決は、本件賃貸借契約には二〇年の期間満了と同時に建物の所有権が賃借人に移転する、と

いう趣旨の特約を含むと解し得ること前記のとおりである。そうだとすれば同判決が「合意に

因る賃貸借の更新が行われなかつた以上同判決は、かゝる更新契約の成立を確認するに足る

べき証拠はない、と判示している）、右の特約に因つて賃貸借期間の満了と同時に本件建物の

所有権は賃貸人に移転したのであるから、これに因つて建物所有を目的とする従前の上告人

の賃借権はその目的を喪失し、当然消滅するの外なきものである。従つてその後に上告人の主

張するが如き法定更新を生ずる余地はないという」べきであると判示しているのは正当であ

る。もつともこのように法定更新を排除して最初に定めた期間の満了と同時に借地権者の建
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物を賃貸人に贈与する特約は、建物の所有を目的とする通常の土地賃貸借においては、借地権

者に不利な契約条件を定めたものとして無効な場合もあろうが、第一審判決の認定するとこ

ろによれば、上告人は、契約の始めにおいて賃貸人所有の建物を取壊すという通例では困難と

思われる条件を特に承諾してもらつた代りに二〇年の期間満了と同時に贈与することを約し

たと認められるこのような場合には必ずしも借地権者に不利益な条件を定めたものとは認め

られない。論旨は理由がない。 

 同第三点について。 

 所論の点については、第一審で再開して釈明し、被上告人が請求の趣旨を論旨指摘の如く訂

正し、上告人はこれに対して、異議はない、と述べている。訴の変更についての書面の提出ま

たは送達の欠缺は、被告の責問権の喪失によつて治癒されると解すべきであるから、所論援用

の判例は本件の例とするに足らず、論旨は理由がない。 

 よつて、民訴四〇一条、九五条、八九条に従い、裁判官全員の一致で、主文のとおり判決す

る。 

（裁判長裁判官 河村又介 裁判官 島保 裁判官 小林俊三 裁判官 本村善太郎 裁判官 垂水

克己） 

 

 

※参考：ジュリスト 112 号 101 頁 

 


